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おわりに
???????????????????????????????
　日本における原子力電源開発および原子力発電所は、今日深刻な問題を抱えている。
　一つは、何千万という多くの日本国民が原発事故で放射能被害を受ける危険性の問題である。それ
は、①発電技術の欠陥・未成熟、②地震地域上立地原発観の非科学性、③災害対策・保障準備の脆弱
性、無責任性等に表れている。その二は、電力業界の事故隠しや欠陥隠し、作為的なコスト計算、捏
造・虚偽の報告、および宣伝などが巧妙に行われていることである。このことは国民を真実から遠ざけ、
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将来の方向性を見誤らせるものである。その三は、原子力開発政策・同決定過程、評価過程（評価機
関形成、人選、検討方法をも含む）の非民主性、脆弱性である。第四は、原子力発電の危険性を隠し
た ｢ベストミックス ｣論 (他の電源と併せて使い原発を継続する方法・政策 )が各方面で当然のよう
に主張され、教育の面でも教材化されていることである。
　自然科学科（理科）、社会科学科教育（社会科）でもようやく環境破壊を脱しようとする再生エネル
ギ－の事象が採用されるようになったが、家庭科、技術・家庭科教育も、今日では生態学的環境共生
の生活教育 Education for Symbiotic Life in Ecological Environment?自立的生活主体としての市民性形成教
育 Education of Independent Citizenship Formation などの原理や要素が強く取り入れられ、生活環境の要因
となる電源開発環境や食環境、住環境、それに関わる政策決定学力、行政協働的市民性などの形成が
目指されるようになっている 1)。
　こうした教科の目標からしても、生活環境としてのエネルギー環境・資源に関する「生活の豊かさ」
の質（Quality of Life）」、電気エネルギーの生産と使用のあり方に関する教育、教材化について再考・変
革が求められている。ことに、今日問題化されている原子力発電・原子力発電所 ( 以下原発 ) に関して、
その教育上のあり方、学力形成のあり方が問われている。本稿では特に原発の教材化の問題を考察する。
キーワード：技術・家庭科、生活環境教育、教材化、生活権、エネルギー環境教育、原発事故、放射能汚染、
地震災害、ウラン、プルトニウム、プルサーマル事業、放射性燃料廃棄物、電源ベストミックス論、経済利益
優先主義
????????????????????????????????
　日本の電力業界と政府は、「電力需要の開拓・拡大」政策を進め多大な資源・エネルギーを浪費しつつ、
他方で ｢省エネ ｣の勧めの宣伝と教育を行っている。これは大いなる矛盾である。
　たしかに今日、生活、福祉、教育、医療、通信、産業等の分野において、電気エネルギーの確保が
重要なテーマになっているが、環境保全の時代を次第に認識しつつある各産業分野は環境問題につな
がる電気の大量使用を抑制する方向に向かっている。地熱や太陽熱等の利用、中小河川の小水力利用
の発電や、運輸業界での電気を使わない物流・移送、協働輸送・モーダルシフトなどその例である 2)。
しかし電力生産業界と政府は、大量生産・大量消費社会を容認し続け、電源開発・電気エネルギー使
用を増大させてきた。この中で彼らは、水力・火力に代えて原子力発電・原子力発電所の拡大に奔走
してきた。
　原子力発電開発は、発足当時からその必要性の是非が国際的に問われ、「過酷事故」としてのスリー
マイル島炉心溶融 ( メルトダウン ) 大事故 (1979 年 )、そしてチェルノブイリ原発暴走大規模事故
(1986 年 )後の各国の趨勢は、原子力発電から脱する方向に動いている。しかし、日本では反対に拡
大の方向に推移してきた。それも、「電力需要開拓」という言葉が電力業界を日常的に覆う環境が作
られ、「電源ベストミックス」という標語のもとに今や電源で原発が 30％を超えるまでに拡大された。
そして、その拡大の先端を行くのが「原発は安全」という宣伝言葉である。
　しかし安全とは名ばかりで、近年では、東海再処理工場放射性廃棄物アスファルト固化工場爆発事
故 (1997 年 )、東海村・JCO 臨界事故（1999 年）や、美浜原発ナトリウム漏れ火災事故、柏崎刈羽原発・
地震災害事故、志賀原発・臨界事故隠し発覚などが続いており、これらを知った国民の間では今まで
以上の原発への不安と不信が沸き起こっている。
　そして、「原発は安全」という主張を覆す多くの事故事象で明らかになった原発問題には、発電技
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術の未成熟、非民主的政策決定、経済優先・利潤追求主義のほか、法則的かつ不定期に襲い来る地震
災害地域立地などが重大な問題として存在している。
　生活の条件としての電気エネルギー資源の問題、殊に原発問題は、生態学的環境共生、自立的市民
の立場から教育の問題としても捉え直さなければならない問題である。それは、私たちの生活方法・
ライフスタイルおよび各産業界の経営方法が求める電気エネルギーの多面的消費、大量消費のあり方
に関して、自然環境との共生、安全的持続的な生活の保持を私たちが成し得るかどうかという視点か
らの問いであり、原発の社会的選択、制度的検討、生活環境的評価が求められているという問題でも
ある。
　このことはすなわち、日本の電気エネルギー開発産業と各産業界の電気消費のあり方、殊に原発関
連企業の経営思想や実施形態、そしてそれらを指導する政府および公的下部関連機関・各種委員会な
どの政策内容 ･決定方法も、国民の生命と生活の安全および生態学的自然環境保全とその共生の面か
ら、脱原発を含めた再考・再構築が求められていることを意味している。
?????????????????? ??????? ???????????
?1979 年のアメリカ・スリーマイル島原発事故（レベル 5）、1986 年のソ連のベラルーシとウクライ
ナ境界付近のチェルノブイリ原発事故（レベル 7）など多大な放射能被害をもたらした原発事故は、
その後も世界各地で続発している。日本における原発事故も絶えることがない。1995 年以降の主な
原発事故だけとってみてもとどまるところを知らない。島根原発 2 号機（スクラム排出容器水位異
常、1995 年）、東海原発 (制御棒駆動用ロープ切断・炉内侵入で停止、1995 年、東海村：黒鉛減速炭
酸ガス冷却型原子炉、2001 年廃止解体作業開始 )、高速増殖原形炉もんじゅ (二次冷却系配管破断大
量金属ナトリウム漏洩・火災、1995 年以後停止中 )、東海再処理施設 (低レベル核廃棄物、固化施設
爆発、放射性廃棄物飛散、1997 年 3 月 )、敦賀原子力 1 号機 (制御棒 1 本の作動不良－亀裂・膨張－、
1997 年 10 月 )、福島第２原発１号炉 (制御棒１本作動不良?膨張・亀裂－、1997 年 12 月 )、志賀原
発 1 号炉（検査中制御棒３本脱落、臨界事故、1999 年 6 月。2007 年まで隠蔽）、敦賀原発 2 号炉（再
生熱交換器故障：大量水漏れ、原子炉手動停止、1999 年 7 月）、東海村・JCO（ウラン溶液均一化工程、
臨界事故、放射性物質村内飛散、作業員 2 名被爆死亡、1999 年 9 月）、浜岡原発１号炉（余熱除去系
配管爆発、手動停止、2001 年）、美浜原発 3 号炉（復水管破断、熱蒸気大量噴出、5 名死亡、6 名重症、
2004 年 )。柏崎刈羽原発Ⅰ～ 7 号機（中越沖地震災害による施設、地盤、計器、各種システムの損傷・
破壊で停止、2007 年）など限りがない。今後も多地域で続くことが予想される。
　また、1981 年～ 2007 年までの原発事故件数は、原子炉の運転中の事故による自動停止・手動停止、
および停止中の各種機器・装置の損傷等の事故、その他の事故を各年毎に合計すると 499 件で、1981
年の 36 件を最多、2002 年の 8 件を例外として毎年 10 件以上 30 件以下の間で起きている。2007 年は
23 件で一向に減少していない（原子力安全・保安院、2008 年発表より）3)。
　しかし、電力業界と政府・経済産業省外局のエネルギー資源庁は、「原発は安全 ｣と主張し続けて
いる（資源エネルギー庁 2009 年版小冊子「原子力についての中学生テキスト」、電気事業連合会編「原
子力発電所の安全確保」、等）4)。アメリカの「ラスムッセン報告」5）(1974 年 )に始まる「原発安全神話」
は、すでにスリーマイル島原発事故の際に崩壊しているのである。
　スリーマイル島原発事故では、小さなミスが複合的に重なり、次第に苛酷な大事故へと発展してい
くという教訓を提示することが大切である。また、地震の危険とは無関係であったにも拘らず大事故
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になったこと、もし地震の中でこれらの事故が発生し、上の各事故が地震事故と重なるとさらに予想
外の大事故へと発展するであろうことは想像に難くない 6)。
　ラスムッセン報告に対する批判は当時から各方面で行われてきた。1979 年 3 月のスリーマイル島原
発の事故は、この論とデーター、安全神話の誤謬をも崩壊させた。日本でも、日本科学者会議他『原
発の安全性への疑問―ラスムッセン報告批判』7) が出されている。
　ラスムッセン報告は、1955 年の「ブルックヘブン報告 Brookhaven Report」を大きく後退させたもの
であった。ブルックヘブン・チームは報告書「大規模原発における大事故の理論的可能性と結果」で、
人口 100 万人の都市から 50 ｋｍの地点立地の 10 ～ 20 万 kw の原発が想定されており、放出される放
射能の大事故の確率は１基あたり 10 万年～ 10 億年に１回、最悪の場合は死者 3400 人、障害を受け
る人々 43000 人、被害総額約 70 億ドルとされた。10 万年に１回という度合いは世界に 1000 基の原発
が稼働していれば誰もが放射能災害に一回は遭遇する度合いといわれている。しかも、原発各基は年々
老朽化の中で毎年果てることのない大小の事故に見舞われており、また、耐震強度や震度想定、発生
想定域、システム設計の誤謬、予測不能の事故等の諸要因が現在も続々と出現しており、加えてデー
ターの改竄 ･捏造、事故隠しが横行していること、さらには「人は誤り、機械は故障する」の原則を
加味すれば、21 世紀の原発の現実は「ブルックヘブン報告」期以上の厳しい危険な状況にあるといえる。
　このような状況は、生活と生命をまもる立場から国民に一刻も早く知らされなければならず、教育
分野の責務（教材化と教育実践）は大きい。
????????????????????????? ?????????????????
??????????????????????????????????????? ???????
?????????????? ??????????????????????????????????????
　日本における原発の危険は、前章でみた不可避的な予測不可能な人災事故のほかに、日本列島を襲
う地震による災害の危険が存在する。日本はこれまでの長い歴史の過程でも、また近年でも大地震が
各地を襲い、莫大な被害を出している。いつ襲われるか分からないが、しかし確実にあるとき襲い来
る地震地帯の上に私たちは生活し、また、原発も建てられ運転されている。
　地球内部の地殻の下にある上・下マントルは上昇的および下降的大対流運動をしており、この運動
の境目や交錯・合流面に温度差や物質集合差を生じ力学的運動差が生じ地震や火山を生み出している
のである。
　日本列島の、①北海道 ･東北・関東甲信越地方は「北アメリカプレート」上にあり、②このプレー
トに東北地方沖の「太平洋プレート」が太平洋で衝突し沈み込んでいて、さらに、③「北アメリカプ
レート」には、相模湾 ･館山沖付近で「フィリピン海プレート」が衝突して沈み込んでいる。さらに、
④「北アメリカプレート」は中部 ･関東地方のフォッサマグナ地帯から東北地方日本海沖、北海道日
本海沖で「ユーラシアプレート」と接し沈み込んでいる。また、⑤相模湾・相模トラフから南海トラ
フ（駿河湾から御前崎沖、潮岬沖、室戸岬沖から九州沖、琉球海溝・南西諸島海溝、フィリピン海溝
にかけての海域では「フィリピン海プレート」が「ユーラシアプレート」の下に沈み込んでいる。）8)
（注）「駿河トラフ」とは、ユーラシアプレート東端とフィリピン海プレート北端の接する南海トラ
フの内、特に北端部の駿河湾内に位置するトラフのことである。
　フィリピン海プレートはユーラシアプレートの下に常に潜り込みを続けており、駿河トラフで東海
地震が発生すると考えられている。
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　このように、日本列島はプレート同士の衝突運動や潜り込み運動、ずれ運動などで頻繁に地震が発
生する「地震銀座」となっている。ましてや、プレートの下のマントルのプルーム運動が加わってい
るのであるから地震の頻度は予想を超えるものといえる。
?また、M7、M8 クラスの地震がいつどこに来襲するかは確定できないが、特定観測地域、観測強化
地域以外でも、確実に来襲することは日本政府自身が「耐震設計審査指針」（2006 年）9) で示しており、
新潟の中越沖地震被害を受けた原発の安全性再評価でもその危険性が改めて明確に示されている。
　したがって、教育において原発の現状を問う視点のうち、地震立地、原発地震災害の問題を解明す
る教材化は緊急・必須のものであり、重要な視点といえる。
　したがって、子ども（学習者）とともに地震列島の様態を探り、解明する視点は、原発の地震地帯
立地の事実と、そこにおける地震災害・原発事故の大きさと深刻さ、およびその対策や保障のなさと
ならざるを得ない。近い将来必ず起こる大地震と放射能大災害を教材化しない教育あるいは生活教育
とは何か、といま問われなければならない。
???? ??????????????????
　東北電力の女川原発は宮城県牡鹿郡女川町および石巻市にまたがってあるが、2005 年 8 月 16 日に
宮城県沖を震源とする宮城県沖地震に襲われ、設計で想定する最強地震を超える揺れの強さ（加速度）
を記録して運転中の原発 1 ～ 3 号全機がすべて緊急自動停止した。宮城県沖地震は凡そ 30 ～ 40 年
周期で M7.5 前後の強さで繰り返し発生する。宮城県沖地震は太平洋プレートと北アメリカプレート
との境界で発生するもので、非常に頻繁であり、強度も強い。2005 年の地震は想定を大きく上回り、
耐震設計のミスが明らかになった。揺れの想定が実際の 3 分の 1 ほどの過小評価だったので今回の地
震には耐えられなかったのである。今後の地震来襲に対し大きな災害が予想されている。このことは
生活環境教育、家庭科住教育、理科教育等広汎な教育活動によって周知されていかねばならない。
???? ???????????????????????
?2007 年 7 月 16 日、新潟県を中心とする中越沖地震が発生した。その際、海岸線にある（柏崎市と
刈羽郡刈羽村にまたがってある）東京電力・柏崎刈羽原子力発電所は、1 号機から 7 号機まで全機こ
の地震に襲われ運転が停止した。原子炉建屋と多種の機器が、破壊あるいは重大な損傷を受けたため
である。原子力発電所関連の地震による災害は世界でも初めての事例である。地震振動は設計時の
想定を大幅に上回るものであった。規模はたまたま M6.8 で、2004 年の中越地震の M6 以上、震度 5
弱以上であった。これが M7 以上の大震度であったとしたら予想外の災害が起きていたに違いない。
2009 年末現在 1 ～ 6 機は再会不能であり、7 号機も危険を顧みず強引に再開したが微細な傷跡がどの
ような大災害をもたらすか計り知れないと科学者たちは指摘している 10)。
　柏崎原発のその予想外の地震災害に関する人的要因、原子力発電建設許可制度、すなわち、建設業
者の設置許可申請のあり方、国の設置許可・審査のあり方、電力業界・国の安全観および地震認識の
甘さ等に対して、国民各分野および新潟県民の間に疑問と不信が強く提示されている。
　このように日本の原発は、地震予知のための特定測定地域（M7 以上の地震が来る可能性の高い地
域）や、観測強化地域（M8 クラスの地震が来る可能性の高い地域）の中や近くに建てられているも
のが多い。このことは明確に教材化すべきである。
?????????????????
　浜岡原発は、静岡県御前崎・浜岡町にあり、そこは東海地震帯・東南海地震帯のほぼ真中にあり近
くに大きな活断層が走っている。この地帯は、地震史研究によって 100 ～ 150 年前後に一度の周期で
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地震が発生していることが明らかにされている（内閣府・中央防災会議：東南海・南海地震に関する
専門調査会「東南海・南海地震被害想定」2003 年 9 月など）。国土交通省も、「東南海・南海地震は
おおむね 100 ～ 150 年間の間隔で発生しており、今世紀前半での発生が懸念されています。中部圏、
近畿圏などでは、防災対策を早急に確立していく必要があります」と警鐘を鳴らしている 11)。
　しかし、経済産業省および中部電力は「安全」といっている。これは矛盾である。中部電力は静岡
県民や関東甲信越、中部・近畿地方の住民の ｢浜岡原発運転差し止め請求 ｣を否定し運転を続けてい
る。静岡地裁の差し止め命令に抗して中電は「安全 ｣との立場から即時抗告を行う態度を示した。し
かし浜岡原発運転差し止め請求事件弁護団は「浜岡原発運転差し止め請求事文書提出命令事件決定の
内容とその意義」(2005 年)でその反県民的態度を批判している。なぜこのような危険な地域に原発
を建設したのか多くの国民が疑問と危険を呈している。
　しかし、中部電力はさらに 2008 年 12 月、浜岡原子力発電所 1、2 号機の運転終了と 6 号機の建設(140
万 kw、ABWR 改良型沸騰水型 ) 等を含む「浜岡原子力発電所リプレ－ス計画」を発表した。しかし、
この計画は今日にでも起こる東海・東南海地震を無視したものである。東海地方の相模湾・駿河トラ
フは、日本列島を乗せたユーラシアプレートの下に伊豆半島を乗せたフィリピン海プレートが潜り込
んでいるプレートの境界にある。1944 年の東南海地震（M7.9）、1946 年の東海地震（M8.0）は中程
度の地震の繰り返しのあと大地震として起きている。
　「浜岡原発の運転差し止めを求める会」などは、「東海地震の震源域の真上で、原発が現在も稼働し
続けていること自体がきわめて異常な事態であり、増設計画はいかなる理由をもってしても受け入れ
ることができない」として、｢浜岡原発リプレ－ス計画 ｣を受け入れないよう求める要請書を静岡県
に提出した (2008 年 12 月 )。また、川井満などは「意見書・浜岡原発による放射能災害を防ぐために」を
各地方自治体の首長に提出し、危険の周知と、原発運転の即時停止、廃止を訴えている（2004 年 4月）12)。
　浜岡原発の地震災害の規模は、放射能災害は関東から東北、中部から近畿・九州まで日本全土に及
び、50 ㎞圏、100 ㎞圏の死者は数百万、癌・白血病疾患からの死者がそれに加わる。要長期治療放射
能災害患者は何千万と予測できないほど発生すると予測されている。（前掲、川井満「意見書・浜岡
原発による放射能災害を防ぐために」の同書添付資料：石橋克彦論文など参照）。このような事態を
積極的に、生活環境教育において教材化することが今求められているといえよう。
???????????????????? ??????????
　原発は出力を変動させると非常に危険なので一日 24 時間毎日出力を変えず稼動し続けている。そ
のため、夜余った出力を都市の街灯などで浪費させたり揚水式水力発電の水を揚水して浪費したりし
ている。
　石油資源限界が 40 年、ウランが 70 年、しかもウランの 0.7％だけが原発燃料に使え、後の 99.3％
は捨てざるを得ない。たとえ、それをリサイクルと称して高速増殖させプルトニウム Pu を人工的に
作り出してもプルトニウム 1 グラムで 18 億人分の被爆物量を蔵している。高速増殖といっても、ど
この国も危険すぎて放棄しているが、日本だけがこの事業に固執している。
????? ?????????
　プルサーマルについてウキペデイアでは次のように記されている。「プルサーマル plutonium 
thermal use とは熱中性子 thermal neutron によりプルトニウム（Pu）を核分裂させて発電を行う原子炉
のことである。高速増殖炉もんじゅでは高速中性子によって Pu を核分裂させる。プルサーマルでは
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通常の軽水炉と同様に熱中性子によって Pu を核分裂させるのでこう呼ばれる。
　通常、軽水炉では U235 と U 238 を混合したウラン燃料を核分裂させることで熱エネルギーを生み
出す。ウラン 238 が中性子を吸収することにより Pu239 が生成され、その Pu 239 自体も核分裂する。
その結果、発電量全体に占めるプルトニウムによる発電量は平均約 30% となる ( プルサーマル発電
を行わない場合も運転中の軽水炉の中には Pu が存在し U 同様に発電に利用されている）。プルサー
マル発電では MOX 燃料（U 238 と Pu の混合酸化物 Mixed Oxide) を燃料として使用する。プルサー
マルで使われる MOX 燃料は Pu の含有量が 4 ～ 9% であり、発電量全体に占める Pu による発電量は
平均 50% 強である（高速増殖炉の MOX 燃料の Pu の含有量は 20% 前後）」。しかし、これは危険な
計画であることが判明した。
?????????? 
　冷戦後、旧ソ連の核兵器解体が進み、世界的なプルサーマルは後退した。しかし、プルトニウムの
余剰が核兵器不拡散の観点から問題になった。プルトニウムは核兵器の原料ともなりうるものであり、
これを大量に加工・保有することへの国際的な懸念や批判がある。アメリカでカーター政権が高速増
殖炉から撤退することを決めたのは、核拡散 (プルトニウムの拡散 )の防止が理由の一つであった。
　同様に、プルトニウムを含む MOX 燃料の輸送問題がある。プルトニウムは核兵器の原料であるた
め、輸送時にはテロリストやその支援国家などに核ジャックされる可能性があり、常にこれに備える
必要がある。海上輸送が必要となる日本では、その脅威に備えるため新たに世界最大の巡視船である
しきしまを建造しなければならなかった。
　プルトニウムの炉内での挙動に未解明な点がある。フランスの高速増殖炉フェニックス (Phénix)
では、原因不明の出力低下があり、その原因は未だに解明されていない。これがフランスがスーパー
フェニックス計画から撤退する大きな理由の一つである 13)。
　また、燃料加工やプルトニウムに対応する炉などに費用が掛かる。1970 年代頃までは、原子力発
電の振興により将来的にはウランの消費が増大し、需要が逼迫した。その結果ウラン価格は必ず上昇
するものと考えられていたが、第一次石油危機以降の建設費の高騰による原子力発電そのものの経済
性の低下や、原子力発電に対する反対運動の盛り上がり、スリーマイル島原子力発電所事故、チェル
ノブイリ原子力発電所事故等 の原子力事故により、原子力発電の進捗には大幅なブレーキがかけら
れた。そのため、ウランの消費も予想通りには伸びず、需要の逼迫も生じなかった。その一 方で同
時に原油価格も大幅に上昇し、ウランは石油などの他のエネルギー源との比較で、さほど高価格でな
くなった。そのため、なお開発に多額の費用を要し、軽水炉よりも高額の建設費がかかる高速増殖炉
の必要性が薄れているとする意見もある。
　他方、プルトニウム利用の主流である高速増殖炉については各国で計画の中止や遅延が相次いだ。
欧州でのプルサーマルの実績は 1963 年に開始したベルギーを始めとして、現在で仏などにおいて実
施され、USA は 核燃料サイクルを一時中止した。しかし、2005 年ころから MOX 燃料加工工場の建設、
使用済燃料再処理・MOX 加工・廃液ガラス固化・中間貯蔵を目的とした複合リサイクル施設建設の
予算が組まれ、日本を含む国際協力による高速炉を用いた核燃料サイクルの実施計画が開始されてい
る。
?????????????????????
　中止・廃止の例は例えば、アメリカでは、クレメンタイン Clementine( 実験炉、1952 年閉鎖 )、
EBR Ⅰ (実験炉、世界初の原子力発電、1963 年閉鎖）、Lampre( 実験炉、1965 年閉鎖 )、EBR Ⅱ (実
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験炉、1994 年閉鎖）、E.Fermi( 実験炉、1966 年炉心溶融事故、72 年閉鎖）、SEFOR( 実験炉、1972 年
閉鎖 )、FFTF ( 高速増殖炉用燃料照射炉、1993 年閉鎖）、CRBR( 原型炉、1982 年着工、83 年計画中止 )、
SAFR( 原型炉、計画中止 )、PRISM( 原型炉、1994 年計画中止 )。ランスでは、ラプソディ (実験炉、
1983 年閉鎖）、フェニックス（原型炉、2009 年停止予定）、スーパーフェニックⅠ（実証炉、98 年 2
月閉鎖決定）、スーパーフェニックⅡ（計画中止）。イギリスでも、DFR（実験炉、1977 年閉鎖、原
型炉、1994 年閉鎖）、CDFR( 商業実証炉、計画中止）。ドイツでは、高速増殖炉ＫＮＫ - １より改造
の KNK-2（実験炉 1991 年閉鎖）、SNR-300 （原形炉 1991 年建設途中中止）、SNR-2（実証炉、計画中止 )
などがある。
注：日本の「もんじゅ」は?原子炉で発生する熱を冷却材であるナトリウムに伝え (1 次冷却系 )?
その熱を中間熱交換器を介して別の系統を流れるナトリウム (2 次冷却系 )に伝え?さらに?その
熱を蒸気発生器で水に伝え?発生する蒸気でタービンを回し発電するという仕組みになっている。
　もんじゅは?1994 年 4 月に初臨界を達成し?1995 年 8 月には初めての送電に成功した。その後?
性能試験を続けていたが?1995 年 12 月 8 日?ナトリウムが原子炉補助建屋内に漏えいし?火災が発
生した。漏えいは 3 時間以上にわたり?総量で約 0.7 ｔのナトリウムが漏洩した。
　原発が生み出すのは電気のほかは死の灰、つまり核廃棄物のみである。これを半減期が過ぎるまで
保管管理しなければならない。廃棄物であるウラン 235、プルトニウム 239 の場合は、約 2 万 4000 年、
プルトニウムとその化合物は人体にとって非常に有害である。プルトニウムはアルファ線を放出する
ため、発癌性が強い。プルトニウム 239 や 240 とそれらの放射壊変物の飛沫の吸引は WHO の下部機
関 IARC より発癌性があると勧告されている。同位体 239Pu は、核分裂の起きやすさと合成の容易さ
のため、現代の核兵器における主要な核分裂性物質である。Pu239 がアルファ崩壊すると U235（ウ
ラン 235）が崩壊生成物として生成される。U235 も核分裂を起こし易い。親核種 Pu239 はより核分
裂を起こしやすいのでより危険である。日本では放射性同位体の規制に抵触しているのである。
?????????? 
　日本においてもプルサーマルの開始に向けて国による安全審査や地元の事前了解が進んでいたが、
住民投票による反対（新潟県刈羽村）などにより、計画は遅れていた。他の反対の事例としては、佐
藤栄佐久福島県知事 (当時 )が反対してきた（佐藤栄佐久著『知事抹殺 つくられた福島県汚職事件』
ではプルサーマルに反対したために政府・電力業界の卑劣な政治的謀略が仕組まれ知事職を追われた、
と主張している）。　
　「プルサーマル」のような無謀で矛盾に満ちた計画は、一刻も早く撤回されねばならない。第一に、
プルサーマルでは燃料棒破損や局所的な出力上昇等が起こりやすくなったり、中性子線の増加によっ
て炉材の劣化が促進されたり、高速炉と類似の炉心特性となるなどによって、事故の危険が増加 す
るといわれている。第二に、大事故が起きた場合には、α核種が多く内臓されているために被害の
規模は大幅に拡大するし、通常運転時における放射能放出や 従業員の被曝も増加する可能性が高い。
第三に、プルサーマル自体が、高速炉開発が当初の計画どおり進まないなかで、必要性が乏しいにも
拘わらず、プルトニウム利用の辻褄合わせとして計画されたものにすぎないといえる。しかも第四に、
プルサーマルが最終的に生み出すものは、各種の超ウラン元素が大量に含まれるために通常の使用済
み燃料と比べても非常に扱い難い、放射能である。
　高速増殖炉は、冷却材である金属ナトリウムの管理が難しいことが大きな問題となっている。金属
ナトリウムは水や酸素と反応し、容易に発火するため、取り扱いには極めて高度な技術を必要とする。
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現在もんじゅが停止を余儀なくされている理由は、この金属ナトリウムの漏出が原因である。また、
特にタービンに繋がる系統に熱を伝える二次冷却系は、軽水と接触する可能性が高いので弱点となっ
ている。さらに、冷却系の取り扱いの困難さから、同型の炉の事故が多い、事故を起こして廃炉になっ
たものもある。
　金属ナトリウムが漏出したときのために、循環系の設置される区域は窒素ガスが充填される。その
ため、人間が容易にその区域に入ることができず、緊急時のメンテナンス性が損なわれている。鉛や
ビスマスの場合、腐食性が問題であり、もんじゅなどナトリウム前提で進められてきた冷却設備が無
駄になる公算が大である。
?MOX 燃料は、日本では六ヶ所再処理工場で製造される予定である。この施設は 2008 年から本格
稼働開始の予定であったが、トラブルの後も国民の反対をおしきってアクティブ稼働テスト中である。
この施設が MOX 燃料の製造を開始するまでは、日本は MOX 燃料を他国に製造委託し、輸入しなく
てはならない。14）
　佐賀県玄海町の九州電力・玄海原発もプルサーマルのために、MOX 燃料を国民・住民の反対を押し切り
危険性を顧みず搬入し、2009 年 11月に世論批判の中、 3号機に装填、始動させた。四国電力・愛媛県・伊
方原発（3号機）も、プルサーマル運転のため危険を冒して輸送したフランスの MOX 燃料を 2010 年 2月下
旬装填、国民の反対世論を無視して 3月初旬に始動、臨界、送電開始した（読売、2010・3・4）。
????????????????? ???????
????????????????
　日本の電力業界は、「電源のベストミックス」を各電源分野の発電量（占有率＝「電源設備構成比」、
「電源別発電電力量構成比」）の最良の配分（組み合わせ状態）と主張している。
　例えば、電気事業連合会「でんきの情報広場」では、「原子力発電の燃料となるウランは、世界各
地に分布しているので、安定して輸入できます。さらに原子力発電は発電時に CO2 を排出しないと
いう点で、地球温暖化防止に寄与するとともに、他電源と比べ発電コストが安く、発電コストに占め
る燃料費の割合も低いため、安定したコストで発電できます。こうした背景の中で、将来にわたって
安定かつ経済的に電気をお届けするために、原子力をベースに、火力、水力など、それぞれの発電方
式の特性を活かし、組み合わせる形が日本における『電源のベストミックス』と考えています」と 15）。
　九州電力は電源のベストミックスの推進の理由を次のように述べている。「電源ベストミックスと
は，電源開発において，供給の安定性，発電コスト，環境への影響など様々な面から総合的に検討し
た結果，最適と考えられる電源構成のことです。九州電力は，発電時に二酸化炭素（CO2）を排出し
ない原子力を中核に，CO2 排出量が少ない LNG 火力，環境への影響面では他電源と比べ劣るものの
豊富な資源を持つ石炭火力，国内資源を有効に活用できる水力や地熱などをバランスよく組み合わせ
た発電所づくりを進めています」。また、「電源開発の基本方針」の「原子力」の項では「供給の安定
性，経済性，環境特性に優れた電源であることから，ベース電源の中核として，安全性の確保を最重
点としつつ，開発を進めています」と述べている 15）。そして、電源設備構成比（2005 年）で原子力
21％、石油等 22％、LNG22％、石炭 18％、水力 16％、電源別発電電力量構成比（2005 年）で、原
子力 42％、石油等 6％、LNG19％、石炭 23％、水力 8％とグラフで示している。各地方の電力企業
も殆んど同じ主張である。政府の経済産業省の政策、文科省の教育内容も大同小異である。殊に文科
省は電源ベストミックス論の問題点は教材化せず、専権的御用的政策化過程と業界・財界よりの原子
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力政策に追随し、崩壊した「原発安全神話」に固執する業界の姿勢を擁護し続けている（教材化の不
作為）。このことは、子どもの社会認識、エネルギ－認識、生活設計に関する学力・認識に重大な歪み、
錯誤を生み出す惧れがあり、一旦起きた大事故の後ではもう取り返しがつかない人生を夥しい人に与
えることになる、といえるのである。
?????????????????
　「電源ベストミックス」論の特徴は、第一に、原発事故の歴史を隠し、原発事故発生の危険度を隠し、
地震地帯上の危険性を隠し、プルサーマル技術の欠陥性・危険性（「プルサーマル計画」実践における
処理反応時、輸送時、核廃棄処理・保存工程等の危険性、現汚染状況）を隠していることである 16)。
　第二は、超長期に亘る核燃料廃棄物の高経費や持続的危険性をも隠している点である。「核燃料サ
イクル」（リサイクル）の有用性、社会貢献性を主張し、原発を継続しようとする巧妙な手法の反国
民性を教材化しなければならない。多くの国民が核燃料リサイクル政策・施設に反対していることも
教材的価値があるといえる 17）。
　第三は、地球温暖化防止対策有効論の誇大宣伝である。「発電時に限って」と特に限定して批判回避
的に主張している。「原発は CO2 排出が少ない」というが、 燃料廃棄物および放射線を浴びた物質の廃
棄・保管と発電所の閉鎖後の解体処理用の機器・道具等で消費する膨大な CO2 を敢えて隠している 17)。
　他の電源の何倍もの諸々の統制的関連施設・装置・管理活動・物質使用・膨大な送電設備・廃棄核
燃料輸送および貯蔵活動など他の電源では不要な工程・事物を計算に敢えて入れていない巧妙さと詐
欺的手法で作られている「温暖化対策有利論」は不当であり、学習者とともに解明する教材および授
業が必要になっている。
　第四は、教育界への「電源ベストミックス必要性論」の巧妙な仕掛けである。「資源不足」、「枯渇」、「輸
入国」を強調し原子力エネルギーが必要、プルサーマル事業も必要と結論付けさせる仕組みを仕掛け
ている。飽くなき利潤追求・商業主義と大量浪費的産業社会を容認する電力業界の経営姿勢は隠され、
国民の命と生活の危険は隠されている。
　第五は、日本列島が地震多発国、立地不適国、危険国であることを隠し、「対策は施している」の
説明だけでかわし、柏崎原発・仙台の女川など危機に陥ったままの姿を隠していることである。
　そして、地震の際起こる津波と引き潮の際起こる冷却水不足による炉心溶融の危険も隠している。
教材化は必須である
　第六は、諸外国がなぜプルサーマル事業から撤退したのか、脱原発の方向へ向かっているのか、を
知らせようとしないで推進する反民主主義的姿勢があることである。
　第七は、ベストミックスのために MOX 燃料を使ったりプルサーマルを推進したりすることは、核
兵器生産に結合する「余剰プルトニウムを保有しない」という国際公約に違反していることである。
　これらの諸点を教材化し子どもたちのエネルギー問題観、環境観、将来の生活構想、産業構想の学
力の要素に貢献することがこれからの教育に求められている。
????
　原発の教材化の姿勢としては、原発関係者、ことに原発関係の企業、協会・財団・御用学者、御用
原発委員会、御用マスコミのいう「原発は安全である」という言葉は虚偽であることを子どもに様々
な事実の教材化によって見抜かせるという視点が大切である。
　また、「原発事故はなぜおきるのか」ということの解明、そして、事故は殆ど想定外、無知、および軽視・
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楽観の中で起きている。その災害・被害の大きさも予想外の場合が多いことはチェルノブイリ事故、
日本の諸事故が示している。このことは、今後も幾多の想定外、無知の中で起きることが必至である
ということを示している。これらを事実に即して把握できる教材化が今求められているのである。
　残された課題は、これまで見た教材化構想を授業実践化、研究することであり、企業も社会的存在
であることを原発企業に即して検討すること、都市密集地でなく地方過疎地になぜ原発が立地してい
るのか、原発に頼らない社会つくり等の教材化・授業つくりの考究を進めていく事である。
???
1）望月一枝｢家庭科をシチズンシップ教育に｣（『生活経営研究』No23 、2003 年、pp.61～ 66）、
　　宮本みち子「生活主体の形成とシチズンシップ」（同『生活経営研究』No23、pp.67~71）。
2）「小水力発電」（マイクロ水力発電 Micro-hydro power generation）とは、斜面のある小河川水路に設置
し落差を利用して約 10 ～ 2000kw の発電を行う方法のことである。建設費が少額で、近くの川が利用
でき、供給形態も柔軟であることから今後の自然再生エネルギー生産の分野での拡大が望まれている。
農水省（農村振興局）、国交省（河川局）、経産省（資源エネルギー庁）は平成 2004 年に「小水力発電
に係る関係省庁連絡会」をつくり農業用水利用の小水力発電の振興・助成を始めた。
　　「モーダルシフトmodal shift」とは、物流（長距離の貨物輸送）において、より効率的な輸送手段へ転
換することで、燃料消費が多くCO2 排出量の多い貨物車や航空機などから CO2 排出量の少ないエネル
ギー効率も高い船舶や鉄道へ転換する方法をいう。しかし、2009 年の民主党新政府は高速道路無料化
などの愚策によりモーダルシフトを形骸化させようとしている。
3）原子力資料室編『原子力年鑑 2008』七つ森書館、pp.218「原発事故」の項）2）
4）資源エネルギー庁編『原子力についての小学生テキスト』2009 年版小冊子、など。
5）「ラスムッセン報告」（「事故は 10 億年に１回」説）。1974 年にアメリカの N.C.ラスムッセンらの「原子炉
安全性研究」は、「確率論的安全評価という手法」によって行われ原子力を推進する立場が有利な安全
性評価を導いた（『ラスムッセン報告書』Rasmussen　report.1975 年）。その要点は「大規模事故の確率
は原子炉 1 基あたり10 億年に 1回であり殆んど無視できる」という点にある。このデーターは原子力発
電の安全性を示すものとして各国で利用された（日本の原子力委員会は 1976 年に早速、N･C･ラスムッセ
ン「原子力発電の安全性」の講演会を開催している）。しかし、その 5 年後スリーマイル島事故が起こり
その説の誤りが現実で証明された。
6）日本原子力研究所労働組合編・発行『スリーマイル島原発事故をどうとらえるか』1979 年
7）憂慮する科学者同盟（UCS）編著、日本科学者会議原子力問題研究委員会訳『原発の安全性への疑問
ラスムッセン報告批判』（水曜社、1979 年）。本書は、ラスムッセン報告を科学的に批判した科学者た
ちの協働の労作である。「原発事故がなぜ起るのか」の疑問を解明している。アメリカ政府が拠り所とし
ていた「ラスムッセン報告」は各方面より安全性への疑問が指摘され、「原子力安全神話」であることが
判明し、アメリカ政府はこれを否定せざるを得なくなり、撤回した。
8） プレ トー･テクトニクス研究書には、例えば、河野長『地球科学入門－プレ トー･テクトニクス－』（岩波書店、
1986 年）、瀬野徹三『プレ -トテクトニクスの基礎』（朝倉書店、1995 年）など多くがある。
9）内閣府原子力安全委員会「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（2006 年 9月にも改訂。1978
年に策定、1981年、2001年にも改訂）
10）例えば、柏崎刈羽原発の閉鎖を訴える科学者・技術者の会「新潟県知事への申し入れ書（2009 年 3月）」
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（リ フーレット『柏崎刈羽原発の閉鎖を訴える』１～ 4 号（2009 年 7月）、など）。
11）国交省中部地方整備局営繕部｢主な施策・地震 ｣、2008 年
12）川井満「意見書・浜岡原発による放射能災害を防ぐために」、（2009 年 4月、NPO「ゴミ問題五市連絡
会 HP」川井報告）。
　　石橋克彦『大地動乱の時代－地震学者は警告する－』岩波書店、1994 年。石橋『地震予知はできるか、
in 阪神・淡路大震災の教訓』岩波書店、1997 年。石橋「東海地震防災対策の幾つかの問題点」（『日本
の科学者』38、2003 年）。
13） フェニックス (Phénix)とは、フランスの高速増殖炉のことである。実物大プロトタイプ炉のスーパ フーェ
ニックスも閉鎖され、2021年までに遠隔解体操作技術により原子炉本体を解体される予定である。
14）中部電力は、浜岡原発 4 号機（静岡県御前崎市）で 2010 年から実施予定のプルサーマル計画で使用
するMOX 燃料（プルトニウムとウランの混合酸化物燃料）を、2009 年 3月6日臨界事故の危険を押し
てフランスから「狂気の海上輸送」によって輸入し、さらに御前崎港から車で同発電所に「浜岡原発の
危険から住民を守る会」等の「大危険」「中止せよ」の警告を無視して 2009 年 5月18日に強引に搬入
された。
15）電気事業連合会「でんきの情報広場」HP。九州電力 HP。
16）例えば、NHK スペシャル「原発解体～世界の現場は警告する」（2009 年 10月21日）では、イギリス等
の各国で原発解体・放射性廃棄物・汚染物処理の困難さ、膨大経費がかることをドキュメントで知らせ
ていた。「クリーンな原発」「5 重の壁」の主張がいかに空しいかを知らせていた。
17）日本原燃の再処理事業指定の取消を求める全国の市民 60 団体作「六ヶ所再処理工場における 5 つもの
極めて重大な保安規定違反に関する原子力安全・保安院への要望書」（原子炉等規制法に基づき日本
原燃への再処理事業指定の取り消し請求、2009 年 4月14日）。
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